年金問題を考える　2004.05.28 浅江季光
年金未納ドミノは、小泉首相から与野党党首、石原都知事など際限なくひろがり、菅民主党代表の未納は、本人の気づかないところで脱退させられていたというオマケまでついた。年金問題は制度的な不備、厚生労働省(社会保険庁)の怠慢、少子高齢化という日本が抱えている問題が、複雑骨折をおこしている。将来、年金給付水準を現役世代の50%以上にするとしているが何等の保障もない。今回の年金法改正は、年金問題の最終版ぐらいに思っている人が多いが、それほど単純な問題ではない。年金にからむ政治不信は世論調査で70%に達し、やっと国民も関心を持ち、年金問題を真正面から取り組もうという入り口に来たにすぎない。
国会議員は、年間約130万円の保険料を国庫に払い10年以上在籍すれば、月額34万円の議員年金を貰える。在職が１年延びるごとに年間約8万円が加算される。しかも約半分は税金からの支払いである。国会議員にとっては、月額約6万円の国民年金はどうでもよいことだったと思われる。この様な人たちに年金問題を議論してもらいたくない。
年金保険料は、実質は税金である。税金と社会保険料を加算したものが国民所得の占める割合を国民負担率という。2003年は36.1%でアメリカとほぼ同じ程度であるが、財政赤字を加算した潜在的国民負担率は47.1%である。今のままでは2025年には70%になると予測されている。50%を超すと破産状態になり、まともな年金は貰えない。
税金は未納だと、督促状がきて差し押さえがあるから本人も自覚する。年金保険料は督促がないから自覚がない。「未納」が２年続くと時効になり、徴収も追納もできない。今度の改正で、これが５年に延長され罰金が強化される。実質、罰金付きの税金であるなら督促状ぐらいは出してもらいたい。もっと悪いことは、罰金まで課して保険料を徴収しておきながら、給付のときは、本人の自己申告がない限り貰えない仕組みになっている。
政府は2001年に閣議決定で、公的年金制度の一元化を決定している。今度の年金改正は、小泉首相の「年金の一元化」の発言によって、与野党で玉虫色の合意で決着をつけようとしているが、実質は問題の先送りである。一元化するには、いずれ大幅な改定が必要である。現在の公的年金は、国家公務員共済(財務省)、地方公務員共済(総務省)、私立学校職員共済の３種の共済年金と厚生年金(企業勤務者)、国民年金(自営業者を主体とする皆年金)の５制度になっている。それぞれの年金には歴史があり、確定給付で給付を約束して保険料を徴収してきた以上は簡単に一元化できない。
過去に国鉄年金が破綻し厚生年金に吸収され、企業勤務者の負担で救済された。同じようなことが視野に入っている。財政悪化で公務員共済と厚生年金の統合が検討されている。当面は、2009年に国家公務員共済と地方公務員共済の１本化がはかられる。給付金の支払いは地方公務員共済の方に余裕があるから、国家公務員共済の方へ資金が供給される。最終的には、国民年金も厚生年金との統合という道筋である。一元化のためにいずれは通らなければならない道である。
問題は、一元化するにしても、年金間の横の公平をどう担保するかということである。約束された給付水準が減額されるのは、同じ日本人として仕方がないとしても、公平でなければならない。自営業者の所得の把握が正確にできていない現状で一元化すると、給与所得者(税金、保険料とも天引きされている)の負担が増大する。この問題を解決するには納税番号制(住民基本台帳の活用)を導入し所得も一元的に把握する必要がある。総背番号制の住基ネットに反対する市町村がある現状では国民的合意も容易ではない。アメリカ、韓国をはじめ多くの先進国がやっていることだから、日本もできないことはない。
「小泉純一郎です」で始まるMMがある。【小泉内閣メールマガジン 第139号】年金改革法案(2004/05/13) …年金制度の基本は、「自助と自律」の精神と世代間の支えあいです。…昔は人生５０年といわれて、６０歳、６５歳まで生きれば長生きといわれました。７０歳を古稀（こき）といいますが、７０歳まで生きるのは「古（いにしえ）より稀（まれ）」だったからです。…という説明がある。年金問題の原点に少子高齢化がある。少子高齢化でなかったら年金問題は発生していない。
数日前に、日本一小さな合併と思われる群馬県のある町の視察に行ってきた。２つの町村が合併しても人口わずか3,000人の町である。20年前の人口より41.3%減少。町の90%が山林。高齢化率が42%(65才以上)。町役場の職員数が約110名。住民100人に職員１人が市町村の平均的な数であるから、いかに職員が多いかがわかる。町役場が就職の場であるということである。都市部は将来とも若者が集まり賑わうと思われる。郡部は急速な過疎化が進んでいる。この町が日本の郡部における実態であると同時に、日本の将来を暗示するミニ版である。
少子高齢化は、将来の日本の運命を決める決定的な構造的変化である。
	
	人口(万人)
	0～14歳(%)
	15～64歳(%)
	65歳～(%)

	1927年(昭2)
	6,166
	36.7
	58.5
	4.8

	2000年
	12,693
	14.6
	67.9
	17.3

	2013年
	12,868
	13.1
	62.5
	24.4

	2030年
	11,714
	12.7
	59.3
	28.0

	2050年
	10,050
	13.1
	54.6
	32.3

	2100年
	6,736
	14.6
	56.5
	28.8


現在、65才以上が平均17%程度あるが、郡部にゆくと平均の２倍の30～35%が相場である。団塊世代が一挙に年寄りの仲間に入る10年後には、４人に１人は65才以上で、郡部は50～60%が年寄りということになる。生産年齢(15～64才)で支える高齢者は、2000年で3.9人、2030年で2.0人である。
日本の社会構造が、今までは年寄りが少なく、若者中心にできあがっていた。その代表が年金である。人口構造が逆ピラミッドになり年寄り中心の社会構造になりつつある。小泉さんは、年金制度は世代間の支えあいであると述べているが、支えきれなくなっている。税金を投入しなければならない。消費税の20%程度のアップは覚悟しなければならない。税金を投入するとなると、税制や700兆円の財政赤字との兼合いをどうするかという別の議論をしなければならない。

我々の現在と未来に関わる問題である。日本人であるかぎり蚊帳の外ではありえない。国民１人ひとりが年金問題を考え、国の在りようを考える時期にきている。問題の先送りをして、後世に付けをまわしてはならない。
以上
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